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１．ＳＭＦＧの現状とこれまでの変遷 

 

２．ＳＭＦＧのグループガバナンス 

 

３．今後の業務展開と規制緩和要望 



１．ＳＭＦＧの現状とこれまでの変遷 ①SMFGの概要 

SMBC Aviation Capital 

60% 

30% 

リース事業 

60% 

三井住友ファイナンス&リース 
三井住友フィナンシャルグループ（ＳＭＦＧ） 

100% 

12/6月連結子会社化 

三井住友カード 

セディナ 

SMBCコンシューマーファイナンス 

100% 

66% 

100% 

100% 

コンシューマーファイナンス事業 

SMFGカード&クレジット 

【カード会員数：約23百万人】 

【有効会員数：約18百万件】 

【無担保ローン口座数：約1.3百万口座】 

11/5月完全子会社化 

12/4月完全子会社化 

日本総合研究所 
100% その他事業 

三井住友アセットマネジメント 

大和住銀投信投資顧問 
44% 

40% 

三井住友銀行（ＳＭＢＣ） 

155兆円 総資産 

91兆円 預金 

68兆円 貸出金 

約27百万口座 個人口座数 

約9.2万社 法人貸出先数 

183兆円 連結総資産 

7,536億円 連結当期純利益 

SMBC日興証券 

SMBCフレンド証券 

100% 

100% 

証券事業 
【総口座数：約2.6百万口座】 

09/10月完全子会社化 

SMBC信託銀行 
100% 

13/10月完全子会社化 

* 15/3月末現在 

6,430億円 当期純利益 
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１．ＳＭＦＧの現状とこれまでの変遷 ②SMFGの変遷 

3 

2001年 ＳＭＢＣ発足 

・複合的金融事業の創造（付加価値の
高い金融ｻｰﾋﾞｽの提供） 

・経費削減を始めとする合併効果の早
期実現 

2002年～ 

2003年 

ＳＭＦＧ設立 

・最適ｸﾞﾙｰﾌﾟ経営の実現 

・戦略事業の抜本的強化 

・副次的に、ｸﾞﾙｰﾌﾟ内再編の自由度
向上や配当原資の安定的確保 

2011年 ｾﾃﾞｨﾅ（旧ｾﾝﾄﾗﾙﾌｧｲﾅﾝｽ・ｵｰｴﾑｼｰ
ｶｰﾄﾞ・ｸｵｰｸ）を完全子会社化 

2012年 SMBCｺﾝｼｭｰﾏｰﾌｧｲﾅﾝｽ（旧ﾌﾟﾛﾐｽ・
三洋信販・ｱｯﾄﾛｰﾝ）を完全子会社化 

2009年 SMBC日興証券（旧日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙ 
証券）を完全子会社化 

2013年 SMBC信託銀行（旧ｿｼｴﾃｼﾞｪﾈﾗﾙ信
託銀行）を買収・子会社化 

三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ（ＳＭＦＧ） 

三井住友銀行 
（ＳＭＢＣ） 

SMBC 
ﾌﾚﾝﾄﾞ証券 

三井住友 
ﾌｧｲﾅﾝｽ＆ 

ﾘｰｽ 

三井住友 
ｶｰﾄﾞ 

三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ（ＳＭＦＧ） 

三井住友銀行 
（ＳＭＢＣ） 

SMBC 
ﾌﾚﾝﾄﾞ証券 

三井住友 
ﾌｧｲﾅﾝｽ＆ 

ﾘｰｽ 

三井住友 
ｶｰﾄﾞ 

三井住友銀行（ＳＭＢＣ） 

SMBC 
ﾌﾚﾝﾄﾞ証券 

三井住友 
ﾌｧｲﾅﾝｽ＆ 

ﾘｰｽ 

三井住友 
ｶｰﾄﾞ 

100% 

100% 100% 

100% 100% 100% 60% 66% 

43.7% 76.50% 

44.66% 

100% 100% 

持
株
会
社
に
よ
る
管
理 

100% 

76.96% 

銀
行
に
よ
る
管
理 

証券事業 ｺﾝｼｭｰﾏｰﾌｧｲﾅﾝｽ事業 ﾘｰｽ事業 

※上記の社名は現在のものを記載、数値は、議決権ベースで子会社による間接所有の割合を含んだ比率を記載。 

日本総合 
研究所 

日本総合 
研究所 

100% 

100% 

日本総合 
研究所 

その他事業 

52.72% 

セディナ 
SMBC 

ｺﾝｼｭｰﾏｰ 
ﾌｧｲﾅﾝｽ 

SMBC 
日興証券 

SMBC 
信託銀行 

2006年 SMBCﾌﾚﾝﾄﾞ証券を完全子会社化 

2007年～ 
2008年 

2004年 SMBCｺﾝｼｭｰﾏｰﾌｧｲﾅﾝｽ（旧ﾌﾟﾛﾐｽ）ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ会社化 

ｾﾃﾞｨﾅ（旧ｾﾝﾄﾗﾙﾌｧｲﾅﾝｽ・ｵｰｴﾑｼｰ
ｶｰﾄﾞ）をｸﾞﾙｰﾌﾟ会社化 

その他事業 

（2001年4月1日時点） 

（2003年3月末時点） 

（2015年3月末時点） 



１．ＳＭＦＧの現状とこれまでの変遷  ③収益構造の推移（連結・単体） 
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粗利益 

総資産 

※自己資本比率規制上のリスクアセットベース 
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SMBC単体粗利益の占める割合



国内 

海外 

法人
取引 

個人
取引 

三井住友銀行（ＳＭＢＣ） 

商業銀行 

SMBC日興 

証券 

SMBC 
Aviation Capital

（英国） 

航空機リース 

三井住友    
ﾌｧｲﾅﾝｽ&ﾘｰｽ 

リース 

SMBC      
フレンド証券 

証券 

三井住友 
カード 

クレジットカード 

セディナ 

SMBC      
コンシューマ   
ファイナンス 

消費者金融 

カード・信販 

日本総研 

調査・コンサルティング 

東亜銀行      
（香港） 

商業銀行 

SMBC      
Rail Service 

（米国） 

貨車リース 
BTPN 

（インドネシア） 

商業銀行 

三井住友 
アセット   

マネジメント 

投資運用・助言 

大和住銀   
投信投資顧問 

投資運用・助言 

SMBC   
信託 

信託・PB 

EXIM Bank
（ベトナム） 

商業銀行 

353億円 

646億円 

100億円 

235億円 

197億円 

293億円 

7億円 

N/A 

35億円 

N/A 

230億円 

N/A 
195億円 

983億円 

33億円 

会社名の左上は業種、
右下は会社の当期利益
（2013年度）。グレーは
関連会社、それ以外は
連結子会社。 

6,053億円 

協働 

協働 

協働 

協働 

１．ＳＭＦＧの現状とこれまでの変遷 ④業務展開 
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SMBC    

ヨーロッパ
（現法） 

SMBC   
中国（現法） 
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【図表１】 SMBC日興証券の引受シェア 

（年度） 
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株式*1 債券*2 

2位 
5位 

１．ＳＭＦＧの現状とこれまでの変遷 ⑤ＳＭＢＣとの協働事例 
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【図表２】 銀証連携による預り資産残高（SMBC日興証券） 

【図表３】 無担保ローン残高 【図表４】 ＳＭＢＣでの三井住友カードのクレジットカード   
      獲得件数 

*1 出所：ﾄﾑｿﾝﾛｲﾀｰの情報を基にSMBC日興証券が作成（日本企業関連、ｸﾞﾙｰﾌﾟ合算ﾍﾞｰｽ）  

*2 出所：ﾄﾑｿﾝﾛｲﾀｰの情報を基にSMBC日興証券が作成（事業債、財投機関債・地方債[主幹事方式]、ｻﾑﾗｲ債） 
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２．ＳＭＦＧのグループガバナンス  ①基本コンセプト 

ＳＭＢＣ 

  

①社外役員の活用 

②「人事委員会」等４つの内部委員会の設置 

③取締役会議長の「監督」としての位置付け明確化 

④監査役設置会社としての監査役による牽制 

               ＋ 

＜2015年6月～＞       

①社外役員のＳＭＦＧとＳＭＢＣの兼務解消・増員、 

取締役会の審議活性化 

②ガバナンスガイドラインの策定、公表 

ＳＭＦＧ 

ＳＭＦＧによる強固なグループ会社管理 

 ボードガバナンスの機能強化 

グループ会社 

取締役会 

業務執行 

取締役会 

業務執行 

重要事項の事前申請・協議、報告のルール化等 

 

   実効的・効率的な業務執行 

ＳＭＦＧ取締役会がグループ全体の業務執行を監督。ＳＭＦＧのボードガバナンスの下で、強固なグループ
会社管理態勢を確立し、実効的・効率的なグループ経営を実施。 

ＳＭＦＧとＳＭＢＣの業務執行の一体運営（役職員の

兼務等）により、ＳＭＢＣの知見やリソースを最大限

に活用し、実効的・効率的なグループ経営を実施 

 



 「コーポレートガバナンス・コード原案」を踏まえ、2015年5月、「SMFGコーポレートガバナンス・ガイド

ライン」を策定、公表 

 同ガイドラインの中で、取締役会等に関し規定している主な事項は以下の通り 

 

 

 

 

 

 

 コーポレートガバナンスの更なる強化・充実 

の一環として、SMFG・SMBC社外役員の 

兼務を解消し、 

両社で社外役員を計８名増員 

 取締役のうち２名以上かつ３分の１以上を独立した社外取締役として選任 

 専門知識や経験等のバックグラウンドが異なる多様な取締役で構成するとともに、 

取締役会の機能が最も効果的かつ効率的に発揮できる適切な員数を維持 

 取締役候補者及び監査役候補者の選定基準及び手続を制定・開示、 

社外役員の独立性に関する基準を制定・開示 

 取締役及び監査役がその役割や責務を実効的に果たすために必要十分な社内体制を整備 

（参考１）取締役会の更なる機能強化 
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2015年 
6月 

 

SMFG 

における、
全取締役 

に占める 

社外取締役
の割合は、

3分の1 

以上に 

役員の構成 

（人） 14年度 

SMFG 

取締役 13 

うち社外 3 

監査役 6 

うち社外 3 

13 

5 

6 

3 

SMFG+SMBC 

  社外役員*計 
6 14 

※社外役員の選任は両社の定時株主総会に

付議予定（2015年6月） 



グループ経営会議 ｼｽﾃﾑ戦略会議

株主総会

外部有識者

グループＣＯＩ委員会

総務部

コンプライアンス委員会

グループＣＳＲ委員会

報告

株主

監査部
リスク
情報室

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
･ｺｽﾄ

･ｺﾝﾄﾛｰ
ﾙ室

緊急時対策委員会

会計監査人

情報開示委員会

グループベースコスト競争力強化委員会

監査役室

グループＣＳ委員会

参加

証券
事業部

決済
企画部

リスク統括部

内部監査会議

ＩＲ室

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
ＣＳＲ室

グループ戦略会議

財務部

政策
投資室

ｺﾝｼｭｰﾏｰ
ﾋﾞｼﾞﾈｽ
統括部

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
ﾋﾞｼﾞﾈｽ
統括部

広報部

企画部

ＩＴ
企画部

人事部
ｸﾞﾙｰﾌﾟ
事業部

ＣＦ決済
事業部

うち社外監査役 (3名)

うち社外取締役 (5名)取締役会 (13名) 監査役・監査役会 (6名)

リスク管理委員会 人事委員会 報酬委員会 監査委員会

経営・監督

業務執行

内部統制／監視

ＳＭＦＧ

（参考２）ＳＭＦＧの組織図 
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* 平成27年6月末予定 

（注）企画部ＩＲ室と監査部の部室長はＳＭＦＧ専任。ＳＭＦＧの従業員295名（平成27年3月末時点）の9割程度はＳＭＢＣとの兼務。 



（参考３）グループ会社管理の枠組み 
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ＳＭＦＧ 

ＳＭＢＣ グループ会社 

業務執行における 

一体運営 

（役職員による 

兼務等） 

※業務計画・リスク管理に係る基本事項、業務上の重要事項、業務の現況等 

〇ＳＭＦＧは、グループ会社の経営管理に関する基本的事項やグループ会社からＳＭＦＧへの申請・協議、
報告を求める事項に関する管理ルールを制定 （図１）。 

〇グループ会社毎に経営全般を管理する所管部署を定めるとともに、リスクカテゴリー毎に各社横断的に
管理するリスク管理等の担当部署を定めることにより、会社単位とリスク単位での「マトリックス型」の管
理を実施 （図２）。 

○併せて、グループ会社毎に、管理の主体やグループ経営上の位置付けに応じた類型(*)に区分し、管理
を実施。 

申請・協議、報告※ 

＜図１：申請・協議、報告の枠組み＞ 

(*)SMFG直接出資会社、SMFGの子会社（SMBC等）を通じた出資会社等、出資形態に応じてグループ会社を4類型に区分 

SMBC 
ｺﾝｼｭｰﾏｰﾌｧ

ｲﾅﾝｽ、 
三井住友ｶｰ
ﾄﾞ、ｾﾃﾞｨﾅ等 

SMBC 
ﾌﾚﾝﾄﾞ証券、 

SMBC 
日興証券

等 

三井住友 
ﾌｧｲﾅﾝｽ＆ 

ﾘｰｽ、 
日本総合 
研究所等 

 

  

＜図２：マトリックス型管理イメージ＞ 

証券 
事業部 

グループ 
事業部 

ＣＦ決済 
事業部 

コンプライアンス 

リスク管理 
リスク 

統括部 

総務部 

経営管理 

リスク管理 

管理ルール制定 



（参考４）欧米金融機関の業務執行体制 
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 米国・英国の主要行は「純粋持株会社」型、欧州大陸の主要行は「事業持株会社」型が主流。 

 純粋持株会社の経営執行メンバーの一部は傘下子会社を兼務する態勢。また、事業持株会社については、親会
社である銀行の経営執行メンバーが持株会社としての経営執行も担う格好。 

持株会社-子会社の関係、経営執行メンバー 

純粋持株会社型 

（米・英主要行） 

 

事業持株会社型 

（欧州大陸主要行） 

 

純粋持株会社 

中間持株会社 子会社※ 

事業持株会社 
（中核銀行） 

• 純粋持株会社傘下に中間持株会社や子会社（中
核銀行を含む）を保有 

• 持株会社の経営執行メンバー（の全部または一
部）は、傘下子会社と兼務 

• 欧州では英国・スイスを除き、中核銀行が事
業持株会社として傘下に子会社等を保有する
ケースが主流 

• 持株会社の経営執行メンバーは本体（銀行）
が主で、傘下子会社との兼務は少数 

中間持株会社 子会社 
スイス主要行は、従来、事業持株会社の体制だっ
たが、足許、Resolvability（破綻処理可能性）の観
点から、純粋持株会社を新設 

子会社※ 
※中核銀行を含む 

※公表情報等に基づき整理 

（例） 

（例） 



３．今後の業務展開と規制緩和要望 ①2014～16年 中期経営計画 

最高の信頼を通じて、日本・アジアをリードし、 

お客さまと共に成長するグローバル金融グループ 

内外主要事業におけるお客さま起点でのビジネスモデル改革 

アジア・セントリックの実現に向けたプラットフォームの構築と成長の捕捉 

健全性・収益性を維持しつつ、トップライン収益の持続的成長を実現 

次世代の成長を支える経営インフラの高度化 

10年後を展望したビジョン 

3ヵ年の経営目標 

「アジア・セントリック」の実現 

アジアビジネス強化を最重要戦略と位置付け、 

アジア屈指の金融グループを目指す 

「国内トップの収益基盤」の実現 

日本経済再興に積極的に貢献すると共に、 

お客さまへの対応力強化を通じ、高いマーケットシェアを獲得 

「真のグローバル化」と「ビジネスモデルの絶えざる進化」の実現 

グローバル・フランチャイズの拡大と経営インフラのグローバル化を進め、 

国内外において、環境変化を先取りしたビジネスモデルの絶えざる進化に取り組む 

1 

２ 

３ 

４ 

詳細次頁 
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～  大企業取引を成長領域と捉え、当グループ独自のＧ-ＣＩＢ(*)モデルを構築 

 ①独自のＧ－ＣＩＢモデル構築による大企業ビジネス戦略 

～ 引続き競争優位を維持すべき事業領域として、お客さまと「確り向き合う」体制を再構築 

 ②国内法人取引の再構築 

 ④ＣＦ・カード事業戦略 

 ⑤海外ビジネスの再構築 

 ⑥投資家ビジネス戦略 

 ⑦ＩＴ・ネット、決済ビジネス戦略 

 ③個人取引の顧客セグメント別ビジネスモデルの再構築 

～顧客起点でのビジネスモデル改革による国内トップの事業基盤の実現 

～更なるグループ総合力の発揮を通じ、各業界トップシェアの実現へ向けた事業基盤の構築を目指す 

～「アジア・セントリック」なグローバル金融グループを目指し、顧客対応力の一段の強化と持続的成長可能なビジネスモデルへ
転換していくための構造改革を推進 

～G-CIBモデルの高度化と海外ビジネスの持続的成長を支える、ＳＭＦＧ独自の投資家ビジネスを確立 

～グループ内外のプラットフォームを積極活用し、グループ全体で統一的な戦略を推進 

３．今後の業務展開と規制緩和要望 ②ビジネスモデル改革 

13 

(*)ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ&ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾊﾞﾝｸの略 



３．今後の業務展開と規制緩和要望 ③ＩＴがもたらす環境変化 
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 新たなユーザーインター
フェイスの普及（スマホ、
タブレット、等） 

 ＩＴリテラシーの向上、等 

 

 

 ユーザーの変化、技術・ITインフラ環境の変化、金融サービス提供者の変化が、相互に影響を及ぼ
しながら、新たな金融サービスが生まれつつある状況 

 様々な業種からのプレイヤーの参入 

 ノンバンクプレイヤーの決済業務への参
入（資金決済法施行、2010/4~） 

 異業種からの銀行業への参入 

 金融サービス提供者のＩＴの積極的な活用 

ユーザーの変化 

技術・ITインフラ環境の変化 金融サービス提供者の変化 

つかう 

ためる 

つなぐ 

まもる 

 ストレージコストの低減、等 

 処理速度、処理技術の向上、等 

 通信インフラ品質の向上、等 

 セキュリティ技術の向上、等 

（出典）総務省 
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新たな金融サービスの創出 



15 

３．今後の業務展開と規制緩和要望 ④規制緩和要望（1/3） 

銀行グループの業務範囲規制における個別認可制度の導入                  （都銀懇話会・規制緩和要望） 1 

 現行法上、銀行及び銀行持株会社の子会社の業
務範囲は限定列挙方式がとられており、出資候補
企業の業務が一部でも同業務範囲外にある場合、
銀行グループによる出資は、国内の場合、原則、
議決権の５％（銀行持株会社は15％）が上限。 

 決済関連IT会社やFinTechベンチャーの業務の全
てが、銀行法の子会社業務範囲規制内にあること
は稀であり、通常、出資は5％が上限となる。 

現行制度上の課題 

本件の意義 欧米主要行の出資・買収事例 

〈お客さま〉 

 金融サービスとＩＴを融合させた、利便性、付加価
値の高い新たな金融サービスの利用 

〈銀行グループ〉 

 出資等を通じた先進的な情報技術等の取込み 

 海外における、現地の決済会社等への出資等を
通じた決済サービスの拡充 

 欧米主要行との競争条件のイコールフッティング
の確保 

銀行 時期 出資・買収先 
取得
比率 
（％） 

2008/1 
PayQuik.Com 
（金融機関、送金業者向け送金システムの開発・提供業者） 

100 

2007/3 
Ecount 
（企業向けプリペイドカードシステムの開発・提供業者） 

100 

2012/12 
Bloomspot 
（カード利用情報を活用したクーポンサイトの運営業者） 

100 

2012/11 
FSV Payment Systems 
（プリペイドカードシステムの開発・提供業者） 

100 

2015/1 
Level Money 
（複数口座の収支管理アプリの開発・提供業者） 

100 

2014/2 
Simple  
（複数銀行と提携し低コストサービスを提供する銀行代理業者） 

100 

2013/11 
RS2 Software 
（カード発行管理システム、決済システムの開発・提供業者） 

18.3 

2012/6 
Analog Analytics 
（購買情報に基づくクーポン発行、管理システム開発・提供業者） 

100 

2013/10 
FLASHiZ 
（QRコード等を利用したスマホ用決済アプリ開発・提供業者） 

100 

2007/10 
OnVista 
（金融情報ポータルサイトの提供業者） 

77.4 

2008/5 
Fianet SA 
（インターネット決済に係るセキュリティシステムの開発・提供業者） 

100 

2012/10 
Zed Group 
（デジタルマーケティング/モバイル決済システム等の開発業者） 

30 

2013/6 
iZettle 
（専用アプリと端末を利用したスマートフォンによるカード決済会社） 

n/a 

（出典）金融審・決済高度化SG（第10回）資料３（翁委員説明資料）を一部加筆修正して作成 
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（参考）個別認可制度を活用した新規業務の例 

銀行グループによるECモール運営業務           

顧客紹介 物流機能 システム 

※ ECモール運営会社は商取引の直接の相手方とならず、「取引の

場」の提供が中核機能。運営形態には、例えば、ＩＴ、ネット企業との
合弁会社の設立等、多様な形態が考えられる。 

・・・ 

金融サービスの提供/顧客紹介 

銀行持株会社 

ECモール運営子会社※ 

売り手 

（出店者） 

買い手 

（利用者） 

購入・決済 

販売・代金回収 

銀行 クレジットカード 
コンシューマー 
ファイナンス 

IT、ネット企業 物流企業 地銀等 

連携/提携 

 本業務は、銀行、銀行持株会社、又は、その子会社、関連会社
が営むことが可能な業務として、現行法上、認められていない※。 

 他社と連携してECモール運営事業を行う場合、同事業を営む会
社への出資は、国内の場合、原則議決権の5%（銀行持株会社
の場合は15%）が上限（合弁会社の設立も不可）。 

※ 一方、米国では、OCC解釈指針、連邦規則（12.CFR.225.86）において、銀行と
その子会社及び銀行持株会社の子会社に対し、一定の条件の下、“Virtual 
Mall”の運営が明示的に認められている。 

イメージ図 

現行制度上の課題 

本件の意義 

 

※ なお、物流機能など、他業リスクの大きい業務については、外部企業等とのアラ
イアンス等を通じて機能補完。 

出店者 
 担保や保証に依存しない資金調達の容易化 

  （例）商流データに基づく貸出、等 

利用者 

 安心、安全な電子商取引の実現 

  （例）銀行のノウハウを活かした出店者審査、等 

 利便性、安全性の高いネット決済サービスの利用 

  （例）新型エスクローサービスの開発、提供、等 

銀行 

グループ 

 ネット決済ビジネスの強化、高度化 

 ＥＣモール内の商流データを利活用した新型貸出等
の新たな金融サービスの開発、提供、等 
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３．今後の業務展開と規制緩和要望 ④規制緩和要望（2/3） 

委託元 委託業務の内容（例） 

従属業務会社に対する収入依存度規制の緩和及び従属業務の範囲拡大 （都銀懇話会・規制緩和要望） 2 

地銀、 

信金等 

事業法人、

地公体 

銀行 

 外為事務 

 手形交換事務 

 手形帳、 
小切手帳発行事務 

 現金配送の共同運行 

 外貨宅配 

 集配金 

 大量為替事務 

従属業務会社 

（子会社）※ 

イメージ図 本件の意義 

現行制度上の課題 

〈委託元〉 

 収入依存度規制の緩和を通じて、従属業務会社による他の銀行
や事業会社からの事務受託が容易化し、以下の効果あり 

• 人口減少を見据えた、銀行間の協働や事務系子会社の統合
による銀行事務の合理化、効率化、サービスレベルの向上 

• 事業会社、地公体における決済関連事務を含む事務の合理
化、効率化の促進 

 受託側の従属業務の範囲拡大を通じた、決済関連事務の一括
委託の実現や、委託事務に係る付随的な付加サービスの活用 

〈受託側〉 

 従来はコストの発生源であった事務の収益ビジネス化 

（収入依存度規制） 

 従属業務会社は、①親銀行グループからの収入が「各業務毎に
総収入の50%以上」又は②複数の銀行グループからの収入が
「各業務毎に総収入の90%以上」でなければならない（詳細次頁）。 

（従属業務の範囲） 

 従属業務会社の業務範囲は銀行法施行規則に列挙された業務
及びそれに「附帯する業務」に限定されており、柔軟に「従属業
務に付随する業務」を提供することは認められていない。 

※ 従属業務子会社には、別途、親銀行やその子会社からも事務を委託。 
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（参考）現行の収入依存度規制が制約になるケース（イメージ） 

A銀行グループ 

の追加受託後の状況 

事業会社等 

からの収入 

30（20%） 

B銀行グループ 

からの収入 

50（33.3%） 

抵触 

A銀行グループ 

の受託状況 

B銀行から 

追加的に受託する部分 

※数字は全てイメージ 

事業会社等 

からの収入 

30（30%） 

A銀行グループ 

からの収入 

70（70%） 

B銀行グループ 

からの収入 

50（100%） 

充足 

A銀行グループ 

からの収入 

70（46.6%） 
＜50% 

親銀行グループか

らの収入依存度が

50% を 下回った場

合、当該従属業務

子会社が営む「各号

全ての業務」につい

て、複数の銀行グ

ループからの「収入

依存度を90%以上」

とする必要が発生。 

収入依存度 

70% （≧50%） 

収入依存度 

80% （＜90%） 
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３．今後の業務展開と規制緩和要望 ④規制緩和要望（3/3） 

リース子会社のオペレーティングリースに係る収入制限の撤廃又は緩和 3 

現行制度上の課題 

 銀行又は銀行持株会社のリース子会社は、ファイナンスリースに
係る収入を、リース業務に係る収入合計（以下、総収入）の50％以
上としなければならない。 

 よって、オペレーティングリースに係る収入はリース物件の売却収
入等と合算して、総収入の50%未満に制限される※。 

※ なお、独立系リース会社には、このような制限なし。独立系リース会社が傘
下に銀行子会社を有する場合も、親会社と銀行兄弟会社は同じく制限なし。 

ファイナンスリースに係る収入 
オペレーティング
リースに係る収入 

リース物件の 

売却収入等 

50%以上 50%未満 
オペレーティングリース 

 機械類その他の物件を使用させる業務であって、ファ
イナンスリースに係る要件を満たさない取引 

顧客が選択 

ファイナンスリース 

 リース物件の使用期間の途中において契約の解除を
できないもの、又は、解除する場合、未経過期間に係
る使用料の概ね全部を支払うこととされているもの 

（ノンキャンセラブル） 

 リース物件の使用期間において、 

 

 

 

 使用期間が満了した後、リース物件の所有権等が相
手方に移転する旨の定めがないこと（所有権移転外） 

以下、3つの要件を満たすリース取引 

① リース物件の取得価額から使用期間の満了時の
見積売却価額（残価）を控除した額および 

② リース期間中の付随費用 

の合計をリース料として受領すること（フルペイアウト） 

本件の意義 リースの類型 

〈お客さま〉 

 顧客ニーズに沿った柔軟なリース条件の設定が可能 

• 現行法下では、オペレーティングは、収入制限に抵触しないよ
う抑制的に取組む必要があり、顧客ニーズに沿った柔軟な
リース条件の設定が困難 

• 例えば、医療・介護機器等、契約時に利用期間の見込みが立
たない機材や、陳腐化の激しい半導体製造装置等のリースで
は、中途解約権付与の潜在的なニーズが大きい 

〈銀行グループ〉 

 独立系リース会社との競争条件のイコールフッティングの確保 



本資料には、当社グループの財政状態及び経営成績に関する当社グループ及びグループ各社経営陣

の見解、判断または現在の予想に基づく、「将来の業績に関する記述」が含まれております。多くの場合、

この記述には、「予想」、「予測」、「期待」、「意図」、「計画」、「可能性」やこれらの類義語が含まれますが、

この限りではありません。また、これらの記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクと不確実性

を内包するものであり、実際の業績は、本資料に含まれるもしくは、含まれるとみなされる「将来の 

業績に関する記述」で示されたものと異なる可能性があります。実際の業績に影響を与えうるリスクや 

不確実性としては、以下のようなものがあります。国内外の経済金融環境の悪化、当社グループのビジ

ネス戦略が奏功しないリスク、合弁事業・提携・出資・買収及び経営統合が奏功しないリスク、海外に 

おける業務拡大が奏功しないリスク、不良債権残高及び与信関係費用の増加、保有株式に係るリスク

などです。こうしたリスク及び不確実性に照らし、本資料公表日現在における「将来の業績に関する 

記述」を過度に信頼すべきではありません。当社グループは、いかなる「将来の業績に関する記述」につ

いて、更新や改訂をする義務を負いません。当社グループの財政状態及び経営成績や投資者の投資

判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項については、本資料のほか、有価証券報告書等の本邦

開示書類や、当社が米国証券取引委員会に提出したForm 20-F等の米国開示書類、当社グループが

公表いたしました各種開示資料のうち、最新のものをご参照ください。 


